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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第43期
第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自　平成28年２月21日
至　平成28年11月20日

自　平成29年２月21日
至　平成29年11月20日

自　平成28年２月21日
至　平成29年２月20日

売上高 （千円） 12,919,199 11,079,021 17,486,973

経常利益又は経常損失（△） （千円） △186,694 △429,927 201,911

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失

（△）

（千円） 1,490,887 △452,407 1,479,933

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,581,340 △443,042 1,556,483

純資産額 （千円） 6,135,003 5,678,128 6,109,814

総資産額 （千円） 12,104,887 10,135,232 11,425,627

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は四半期純損失金

額（△）

（円） 37.61 △11.42 37.34

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.6 55.9 53.5

 

回次
第43期
第３四半期
連結会計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年８月21日
至　平成28年11月20日

自　平成29年８月21日
至　平成29年11月20日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 30.32 △10.57

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

     ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は潜在株式が

存在しないため、当第３四半期連結累計期間は潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であ

るため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクおよび前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更は、下記を除いてありません。

 

　　継続企業の前提に関する重要な疑義が生じていることについて

当社グループは、事業構造改革の実施により、前連結会計年度において６期ぶりに営業利益を計上することがで

きましたが、営業キャッシュ・フローを安定的に計上する状況にいたっていないことから、当社が将来にわたって

事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

なお、当該重要事象を改善するための対応策は、「３．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析(5)事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容および当該重要事象等を解消し、または改

善するための対応策」に記載しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成29年10月12日開催の取締役会及び平成29年11月29日開催の臨時株主総会において、平成29年12月21日

を効力発生日として、会社分割（新設分割）（以下、「本新設分割」といいます。）により持株会社体制へ移行する

こと決議し、平成29年12月21日をもって持株会社体制へ移行しました。

 

１．持株会社体制への移行の背景と目的

当社は、市場規模が減少する環境の中で、不採算性事業からの撤退やM&Aによる事業構造の転換を進め、中期再建

計画を策定し構造改革を進めるなど、経営努力を続けてまいりました。前事業年度においては、収益力の改善を図る

ため、事業構造改革を実施したことにより、赤字要因を解消して経営資源をきもの事業に集中することで営業利益の

黒字化を図ることができました。しかしながら、これまでの厳しい経営環境と市場環境を踏まえ、今後の経済環境の

変化に対応するため、当社グループの企業成長を早期に実現する必要があると考え、持株会社体制へ移行することを

決定いたしました。

当社は、持株会社体制に移行することで、経営機能と執行機能を明確に分離し、各事業会社においては、役割を

明確にした上で責任と権限をもって各事業会社が事業活動に専念して効率化を図り、持株会社においては、グループ

経営戦略の立案と経営資源の適正配分、人材の育成を図り、グループ企業価値の向上を目指してまいります。

 

２．会社分割の要旨

（１）本新設分割の日程

　　　臨時株主総会基準日　　　　　　　　　平成29年８月31日

　　　新設分割計画承認取締役会　　　　　　平成29年10月12日

　　　新設分割計画承認臨時株主総会　　　　平成29年11月29日

　　　分割期日（効力発生日）　　　　　　　平成29年12月21日

（２）本新設分割の方式

　　　　当社を分割会社とし、新たに設立する「株式会社さが美」を承継会社とする新設分割を実施します。なお、

当社は、平成29年12月21日をもって持株会社体制へ移行し、「さが美グループホールディングス株式会社」へ

商号を変更しております。

（３）当該分割方式を採用した理由

　　　　持株会社体制への移行を効率的かつ円滑に実施するため、当該分割方式を採用いたしました。

（４）本新設分割に係る割当ての内容

　　　　本新設分割に際して新設会社「株式会社さが美」が発行する普通株式10,000株をすべて当社に割り当てま

す。

（５）本新設分割に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い

　　　　当社の発行する新株予約権については、本新設分割による取扱いの変更はありません。

　　　　当社は、新株予約権付社債を発行しておりませんので、該当事項はありません。

（６）本新設分割により増減する資本金等

　　　　本新設分割による当社資本金等の増減はありません。

（７）新設会社が承継する権利義務

　　　　本新設分割により、新設会社は、新設分割計画書に定める範囲において、分割期日における当社の分割対象

事業に属する資産、負債、契約上の地位とその他権利義務及び当社従業員との雇用契約を承継いたします。ま

た、新設会社が当社から承継する債務については、重畳的債務引受の方法によるものとします。
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（８）債務履行の見込み

　　　　当社及び新設会社においては、本新設分割後も資産の額が負債の額を上回ることが見込まれること、並びに

事業活動においても負担する債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は現在のところ予想されていないことか

ら、債務の履行の見込みに問題はないと判断しております。

 

３．本新設分割の当事会社の概要

 

（１）各当事会社の概要

 分割会社

（平成29年８月20日現在）

新設会社

（平成29年12月21日設立時現在）

商号 株式会社さが美

（平成29年12月21日付で さが美グループ

ホールディングス株式会社に商号変更予定）

株式会社さが美

所在地 神奈川県平塚市田村八丁目21番９号 神奈川県平塚市田村八丁目21番９号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　西脇　秀雄 代表取締役社長　西脇　秀雄

事業内容 きもの、宝石等の販売事業 きもの、宝石等の販売事業

設立年月日 昭和49年４月15日 平成29年12月21日

資本金 5,258百万円 50百万円

発行済株式数 40,834,607株 10,000株

決算期 ２月末日 ２月末日

大株主及び持株比率

（平成29年８月31日現在）

ＡＧ２号投資事業有限責任組合53.86％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　　　　3.05％

株式会社セディナ　　　　　　　　　2.09％

さが美共栄会　　　　　　　　　　　1.81％

株式会社ＳＢＩ証券　　　　　　　　0.98％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口） 　　　       　　　　　0.97％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口５）　 　　　　　　　　0.80％

塚喜商事株式会社　　　　　　　　　0.75％

あいおいニッセイ同和損害保険株式会

社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0.75％

楽天証券株式会社　　　　　　　　　0.56％

さが美グループホールディングス株式会

社　　　　　　　　　　　　　　　　　　

100％

（２）分割会社の最近決算期の業績（連結）

決算期 平成27年２月期 平成28年２月期 平成29年２月期

純資産（百万円） 6,061 4,554 6,109

総資産（百万円） 13,436 12,711 11,425

１株当たり純資産（円） 152.8 114.89 154.17

売上高（百万円） 21,441 20,778 17,486

営業利益（百万円） △470 △101 224

経常利益（百万円） △457 △55 201

当期純利益（百万円） △897 △1,050 1,479

1株当たり当期純利益（円） △22.62 △26.48 37.34

（注）△は損失を示しております。
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４．分割する事業部門の概要

（１）分割する部門の事業内容

　　　　きもの、宝石等の販売事業

（２）分割する部門の経営成績（平成29年２月期）

 分割する事業の実績（a） 連結業績（b） 比率（a/b）

売上高（百万円） 12,480 17,486 71.3％

　（注）上記数値は、平成29年２月期の経営成績を基に算出しております。

（３）分割する資産、負債の項目及び金額（平成29年８月20日現在）

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産（百万円） 1,038流動負債（百万円） 1,916

固定資産（百万円） 1,441固定負債（百万円） 393

合計（百万円） 2,479合計（百万円） 2,310

（注）分割する資産および負債の金額については、上記の金額に効力発生日の前日までの増減を加除したうえで確定しま

す。

 

５．分割後の状況

 分割会社 新設会社

商号 さが美グループホールディングス

株式会社

株式会社さが美

所在地 神奈川県平塚市田村八丁目21番９号 神奈川県平塚市田村八丁目21番９号

代表者の役職・氏名 代表取締役会長　原　知己 代表取締役社長　西脇　秀雄

事業内容 グループ経営戦略の立案及びグループ会社管

理等

きもの、宝石等の販売事業

資本金 5,258百万円 50百万円

決算期 ２月末日 ２月末日

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境に改善傾向が続き、緩やかな回復基調が継続

するものの、依然として不安定な海外情勢等から、先行きは不透明な状況が続いております。

小売業界におきましては、少子高齢化や人口減少による市場の先細りと、ネット通販の台頭により、好調な景気

に対し長期的な売上の減少に見舞われる状況が続いております。

当社グループにおきましては、当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年実績に対し85.7％（18億40百万円

減）となりました。これは、前連結会計年度に実施した「事業構造改革」により、ホームファッション事業から撤

退し、きもの専業会社となったことの影響によるものでありますが、きものの売上高においても、既設店前年比が

96.0％と前年を下廻りました。

これは、当社において上半期に実施された熱海展示販売会が、施設の改修による会場変更の影響によって大きく

会場成約高を落とすとともに、高級品の販売が減少したこと。また、夏場の天候不順により、浴衣販売も大きく前

年を下廻る状況となったことなどから悪化したものであります。一方、秋に実施した京都での展示販売会について

は前年を上廻ったものの、計画通りの売上高を回復するまでにはいたりませんでしたまた。

営業費においては、ローコスト運営の浸透による削減効果により、計画を下回るものの、売上高の減少をカバー

するにはいたりませんでした。

このような厳しい経営環境と市場環境を踏まえ、10月12日開催の取締役会において、今後の経済環境の変化に対

応するため、当社グループの企業成長を早期に実現する事を目的に「持株会社体制」への移行を決定し、12月21日

付で持株会社体制へ移行しました。これにより、経営機能と執行機能を明確に分離し、各事業会社においては、そ

の役割を明確にした上で責任と権限をもって事業活動に専念し効率化を図ってまいります。また、当社は、グルー

プ経営戦略の立案と経営資源の適正配分、人材の育成を図り、グループ企業価値の向上を目指してまいります。
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店舗面におきましては、３店舗の出店と契約の満了や出店先の閉店等により３店舗を閉鎖しました。これによ

り、当第３四半期連結会計期間末における店舗は163店舗となり、内訳は㈱さが美120店舗、㈱東京ますいわ屋43店

舗となっております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高110億79百万円（前期比14.2％減）となり、利益面にお

いては、営業損失４億41百万円（前年同期は２億19百万円の営業損失）、経常損失４億29百万円（前年同期は１億

86百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失４億52百万円（前年同期は14億90百万円の親会社株主

に帰属する四半期純利益）となりました。

 

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、101億35百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億90百万円

減少しました。これは主として、短期借入金の返済による現金及び預金の減少及び１年内回収予定の差入保証金の

減少によるものであります。

負債については、44億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億58百万円減少しました。これは主として、

短期借入金の返済等によるものであります。

純資産については、56億78百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億31百万円減少しました。これは主とし

て、親会社株主に帰属する四半期純損失を計上したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容および当該重要事象等を解消し、または改善す

るための対応策

当社グループは、事業構造改革の実施により、前連結会計年度において６期ぶりに営業利益を計上することがで

きましたが、営業キャッシュ・フローが依然としてマイナスであることから、当社が将来にわたって事業活動を継

続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

これを解消するため、今後は経営資源をきもの事業に集中し、顧客満足度の向上による収益の改善と、ローコス

ト運営による販売費及び一般管理費の効率的な運用を政策の中心に据え、継続的な営業利益の黒字化のために全力

を尽くしてまいります。

営業施策といたしましては、情報システムを活用した購買状況の分析により、既存顧客の深耕と新規客のリピー

ター化を図る一方で、平日の営業体制を強化してまいります。また、近年強化してまいりましたお手入れ関連の企

画や商品にも、さらに注力してまいります。

ローコスト運営については、今後も販売費及び一般管理費の効率的な運営に努めローコスト運営を進化・発展さ

せるべく、継続して取組んでまいります。

上記の施策を徹底することにより、将来にわたって事業活動を継続する前提に重要な疑義を生じさせるような事

象または状況を解消してまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 117,907,000

計 117,907,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年11月20日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年１月４日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,834,607 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 40,834,607 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年５月30日

新株予約権の数（個） 2,465

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　（注）１ 2,465,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 120

新株予約権の行使期間
自 平成31年６月19日

至 平成34年６月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　    125

資本組入額   (注)２

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

（注）１　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式1,000

株とする。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株

予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものと

する。

２　資本組入額

（1）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社法規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

（2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）記載の資本

金増加限度額から、上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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３　新株予約権の行使の条件は、以下の通りです。

（1）新株予約権者は平成30年２月期及び平成31年２月期において、当社が下記（a）及び（b）に掲げる各条件

のいずれも満たした場合に限り、本新株予約権を行使することができる。なお、上記における営業利益の判

定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場

合、損益計算書）における営業利益を参照するものとし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目

の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

（a）平成30年２月期の営業利益が315百万円を超過していること

（b）平成31年２月期の営業利益が395百万円を超過していること

（2）割当日から２年を経過する日までの間に株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引終値の

１ヶ月間（当日を含む直近の21本邦営業日）の平均値（１円未満の端数は切り下げ）が一度でも行使価額に

60％を乗じた価格を下回った場合、上記①の条件を満たしている場合でも、新株予約権者は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。

（3）新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役また

は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

（4）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（5）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（6）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４　組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合におて、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の種類」及び「新株予約権の目的と

なる株式の数」に準じて決定する。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上

記の行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（3）に従って決定される当該新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（5）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い

日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（8）その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（9）新株予約権の取得事由及び条件

①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総

会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の

到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」により本新株予約権の行使がで

きなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
 
（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年８月21日～

平成29年11月20日
－ 40,834,607 － 5,258,212 － －

 
（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
 
（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年８月20日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。
 

①【発行済株式】

平成29年11月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　1,211,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 39,200,000 39,200 －

単元未満株式 普通株式　　　423,607 － 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　　　　　 40,834,607 － －

総株主の議決権 － 39,200 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社の自己株式181株が含まれております。
 

②【自己株式等】

平成29年11月20日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社さが美

神奈川県平塚市田村

８－21－９
1,211,000 － 1,211,000 3.0

計 － 1,211,000 － 1,211,000 3.0

（注）１　株主名簿上は当社名義でありますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、1,213,164株であります。

３　当社（旧株式会社さが美）は、さが美グループホールディングス株式会社に商号を変更しております。
 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります

（役職の異動）

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 取締役 西脇　秀雄 平成29年８月８日

取締役会長 代表取締役社長 平松　達夫 平成29年８月８日
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年８月21日から平

成29年11月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年２月21日から平成29年11月20日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成29年２月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年11月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,228,332 1,105,629

受取手形及び売掛金 944,930 868,155

商品 1,554,313 1,814,505

貯蔵品 6,345 4,296

1年内回収予定の差入保証金 141,942 236

その他 1,008,212 980,542

貸倒引当金 △317 △5,284

流動資産合計 5,883,761 4,768,083

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 515,191 521,973

土地 2,831,987 2,831,987

その他（純額） 99,367 118,206

有形固定資産合計 3,446,545 3,472,166

無形固定資産 18,992 24,451

投資その他の資産   

退職給付に係る資産 184,255 －

差入保証金 1,598,760 1,577,068

その他 419,288 421,308

貸倒引当金 △125,975 △127,846

投資その他の資産合計 2,076,328 1,870,530

固定資産合計 5,541,866 5,367,148

資産合計 11,425,627 10,135,232
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成29年２月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年11月20日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 771,142 808,312

短期借入金 1,300,000 －

1年内返済予定の長期借入金 － 100,000

未払法人税等 123,914 94,691

前受金 1,087,699 1,739,336

賞与引当金 21,600 36,300

資産除去債務 16,798 8,760

企業年金基金脱退損失引当金 312,804 －

その他 791,451 699,261

流動負債合計 4,425,411 3,486,661

固定負債   

長期借入金 － 150,000

退職給付に係る負債 252,966 230,537

資産除去債務 392,482 385,957

その他 244,953 203,946

固定負債合計 890,402 970,441

負債合計 5,315,813 4,457,103

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,258,212 5,258,212

利益剰余金 1,696,348 1,243,940

自己株式 △357,898 △358,865

株主資本合計 6,596,662 6,143,287

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 74,466 76,002

土地再評価差額金 △540,305 △540,305

退職給付に係る調整累計額 △21,010 △13,180

その他の包括利益累計額合計 △486,848 △477,483

新株予約権 － 12,325

純資産合計 6,109,814 5,678,128

負債純資産合計 11,425,627 10,135,232
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年２月21日
　至　平成28年11月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年２月21日
　至　平成29年11月20日)

売上高 12,919,199 11,079,021

売上原価 5,494,649 4,717,816

売上総利益 7,424,550 6,361,204

営業収入 100,949 94,221

営業総利益 7,525,500 6,455,426

販売費及び一般管理費   

貸倒引当金繰入額 － 6,837

給料及び手当 3,037,881 2,721,162

賞与引当金繰入額 43,000 35,307

退職給付費用 167,936 143,247

賃借料 1,747,545 1,485,497

その他 2,748,722 2,504,855

販売費及び一般管理費合計 7,745,085 6,896,907

営業損失（△） △219,585 △441,481

営業外収益   

受取利息 27,233 33

受取配当金 4,031 2,567

仕入割引 15,102 19,472

受取補償金 － 10,170

その他 22,325 7,439

営業外収益合計 68,693 39,682

営業外費用   

支払利息 11,370 8,297

支払手数料 20,055 19,230

その他 4,376 599

営業外費用合計 35,802 28,128

経常損失（△） △186,694 △429,927

特別利益   

固定資産売却益 102,270 15

事業構造改善引当金戻入額 48,831 －

債務免除益 1,600,000 －

特別利益合計 1,751,102 15

特別損失   

固定資産除却損 11,176 27

減損損失 3,510 9,656

特別損失合計 14,686 9,684

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
1,549,721 △439,597

法人税、住民税及び事業税 75,430 76,201

法人税等調整額 △16,596 △63,390

法人税等合計 58,833 12,810

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,490,887 △452,407

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,490,887 △452,407
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年２月21日
　至　平成28年11月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年２月21日
　至　平成29年11月20日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,490,887 △452,407

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 40,370 1,535

退職給付に係る調整額 46,963 7,829

土地再評価差額金 3,119 －

その他の包括利益合計 90,453 9,365

四半期包括利益 1,581,340 △443,042

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,581,340 △443,042

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年２月21日
至 平成28年11月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年２月21日
至 平成29年11月20日）

減価償却費 40,189千円 76,383千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年２月21日　至　平成28年11月20日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年２月21日　至　平成29年11月20日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】
 
 

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年２月21日 至平成28年11月20日）
１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 小売事業 不動産事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 12,988,751 31,397 13,020,149 － 13,020,149

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
－ 14,069 14,069 △14,069 －

計 12,988,751 45,467 13,034,219 △14,069 13,020,149

セグメント利益又は損失（△） △232,186 12,601 △219,585 － △219,585

（注）営業収益は、売上高及び営業収入の合計金額であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書の営業損失に計上した額は一致してお

り、記載すべき事項はありません。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）

　当第３四半期連結累計期間において「小売事業」セグメントにおいて3,510千円の減損損失を計上しておりま

す。
 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年２月21日 至平成29年11月20日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 小売事業 不動産事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 11,138,374 34,868 11,173,242 － 11,173,242

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
－ 12,817 12,817 △12,817 －

計 11,138,374 47,685 11,186,060 △12,817 11,173,242

セグメント利益又は損失（△） △463,940 22,459 △441,481 － △441,481

（注）営業収益は、売上高及び営業収入の合計金額であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書の営業損失に計上した額は一致してお

り、記載すべき事項はありません。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）

　当第３四半期連結累計期間において「小売事業」セグメントにおいて9,656千円の減損損失を計上しておりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年２月21日
至　平成28年11月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年２月21日
至　平成29年11月20日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）
37円61銭 △11円42銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千

円）

1,490,887 △452,407

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

1,490,887 △452,407

普通株式の期中平均株式数（千株） 39,637 39,625

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在し

ないため、当第３四半期連結累計期間は潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるた

め記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

(企業結合等関係)

　当社は、持株会社体制に移行するため、平成29年10月12日開催の取締役会及び平成29年11月29日開催の臨時株主

総会の決議に基づき、平成29年12月21日を効力発生日として、新設分割により、きもの及び宝石、その他関連する

和装品の販売に関する事業を新設事業会社へ分割承継しました。この結果、当社は各子会社の持株会社として、グ

ループ戦略機能および各事業会社の管理機能を担い、引き続き上場を維持してまいります。

 

１． 持株会社への移行の背景と目的

　当社は、市場規模が減少する環境の中で、不採算性事業からの撤退やM&Aによる事業構造の転換を進め、中期再

建計画を策定し構造改革を進めるなど、経営努力を続けてまいりました。前事業年度においては、収益力の改善を

図るため、事業構造改革を実施したことにより、赤字要因を解消して経営資源をきもの事業に集中することで営業

利益の黒字化を図ることができました。しかしながら、これまでの厳しい経営環境と市場環境を踏まえ、今後の経

済環境の変化に対応するため、当社グループの企業成長を早期に実現する必要があると考え、当社は持株会社体制

へ移行することを決定いたしました。

　当社は、持株会社体制に移行することで、経営機能と執行機能を明確に分離し、各事業会社においては、役割を

明確にした上で責任と権限をもって各事業会社が事業活動に専念して効率化を図り、持株会社においては、グルー

プ経営戦略の立案と経営資源の適正配分、人材の育成を図り、グループ企業価値の向上を目指してまいります。

 

２． 本新設分割の概要

（１）対象となった事業の名称及びその事業内容

　　① 分割会社　　　　　 株式会社さが美

　　（平成29年12月21日付で「さが美グループホールディングス株式会社」に商号変更）

　　② 承継会社　　　　　 株式会社さが美

　　（平成29年12月21日付で新設分割により設立）

　　③ 対象事業の内容　　 きもの、宝石等の販売事業

（２）企業結合日　　　　平成29年12月21日

（３）企業結合の法的形式

　　当社を分割会社とし、新設会社である株式会社さが美を承継会社とする新設分割

 

３． 実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分
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離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取

引として処理いたします。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

 

平成30年１月４日

さが美グループホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　　賢　次

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 膳　亀　　　聡

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るさが美グループホールディングス株式会社（旧会社名　株式会社さが美）の平成29年２月21日から平
成30年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年８月21日から平成29年11月20
日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年２月21日から平成29年11月20日まで）に係る四半期連
結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及
び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、さが美グループホールディングス
株式会社（旧会社名　株式会社さが美）及び連結子会社の平成29年11月20日現在の財政状態及び同日を
もって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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